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Analysis on the trend of high-strength concrete applied to perform evaluation in
accordance with the provisions of Article 37 item (2) of the Building Standard Law of 
Japan.

性能評価を受けた高強度コンクリートに
ついて
―最近の生コン工場単独申請案件に見る傾向―

1．はじめに
建築基準の性能規定化を主な目的として改正された建

築基準法（以下、法と称す）が2000年（平成12年）に
施行され、それまで法第38条に規定されていた特殊な
建築材料が法第37条に盛り込まれることになり、法第
37条に第一号と第二号が設けられた。それと同時に定
められた平成12年建設省告示第1446号1）では、法第37

条に該当する指定建築材料や品質等の技術的基準が示さ
れている。
表-1に示すとおり、法第37条は、建築物の基礎や主
要構造部等に使用する鋼材やコンクリート等の品質につ
いて規定している。また、平成12年建設省告示第1446

号では、法第37条第一号に該当するコンクリートとして、
2014年版のJIS A 53082）に適合するコンクリート（必
ずしも登録認証機関からJIS Q 10013）やJIS Q 10114）

に基づく認証を受けている必要はない）が示されており、
第一号に該当しない場合（JIS A 5308：2014 に適合し
ないコンクリート）は、第二号の規定に従って国土交通
大臣の認定を受ける必要がある。法第37条第二号に規
定されている国土交通大臣の認定を受けるためには、対
象となるコンクリートの性能やその使用材料、品質管理
体制等について、事前に指定性能評価機関で性能評価を
受けなければならない5）6）。なお、コンクリートの使用
部位によらず、コンクリートの材料に関する法令7）も適
用される。さらに、指定性能評価機関へ性能評価を申請

する際に適用される平成27年国土交通省告示第1164号8）

では、必要に応じて「製品の品質検査の実地確認」や「製
造、検査（製品の品質検査を除く。）及び品質管理の実
地確認」を事前に受けることを、申請に係る工場等に求
めている。
日本建築総合試験所（以下、GBRCと称す）では、

2000年から指定性能評価機関として性能評価業務を行
っており、高強度コンクリート等の評価実績を多数有し
ている。本稿では、2015年度から2017年度にかけて
GBRCで性能評価を実施した高強度コンクリートのうち、
比較的案件数が多く、傾向が把握しやすいレディーミク
ストコンクリート製造工場（以下、生コン工場と称す）
単独申請案件に関する分析結果について述べる。
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表-1　建築基準法第37条の内容
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2．分析対象とした案件
分析対象とした案件の内訳を表-2に示す。2015年度

から2017年度にかけてGBRCで性能評価を実施した生
コン工場単独申請案件のうち、普通ポルトランドセメン
ト、高炉セメント B種、中庸熱ポルトランドセメント
または低熱ポルトランドセメントを使用している高強度
コンクリート（計264件）を対象とした。なお、フライ
アッシュや高炉スラグ微粉末等を使用している案件につ
いては、構造体強度補正値（以下、S値と称す）や設計
基準強度（以下、Fcと称す）と水セメント比の関係へ
の影響を考慮し、分析の対象には含めなかった。

3．分析結果
3. 1　評価案件数の推移
図-1は、初めて高強度コンクリートの性能評価を受

けた案件（以下、新規評価案件と称す）と、それ以外の
案件（以下、再評価案件と称す）の割合を示している。
前述の表-2及び図-1から、2017年度に性能評価を実施
した案件数が大きく増加していることや、2015年度と
2016年度では新規評価案件が45％前後を占めていると
ともに、再評価案件では5年以内の再申請が比較的多い
ことが確認できる。また、2017年度では、新規評価案
件の割合が50%を超えているとともに、再評価案件に
ついては、過去の認定取得時期によらず、ほぼ同じ割合
であることが読み取れる。この要因の一つとして、昭和
56年建設省告示第1102号9）が2016年（平成28年）3月
に改正され、それまで規定されていた現場水中養生やコ
ア供試体による圧縮強度の管理方法の他に、標準養生に
よる圧縮強度の管理方法と、その際に使用するS値（構
造体強度補正値）が新たに追加されたことが挙げられる。
高強度コンクリートで使用されることの多い普通ポルト
ランドセメント、中庸熱ポルトランドセメント及び低熱
ポルトランドセメントについて、同告示で示されたS値
を表-3に示す。同告示で示されたS値を活用する場合、
標準養生供試体の圧縮強度と構造体コンクリート強度を
関連付けるための模擬部材試験体から採取したコア供試
体による圧縮強度からS値を求める必要がなくなり、性
能評価を受けるための実験の労力が軽減されたことにな
る。なお、表-3における「普通ポルトランドセメント
を使用するFcの範囲が36N/mm2を超え48N/mm2以下」
に見られるように、同告示において養生期間中の平均気
温に応じて複数のS値が設定されている場合、実際の製
造時に管理がしやすい等の理由から、打込み時期によら
ず大きい方の値を採用している案件が大半を占めていた。

図-    2は、告示改正後にあたる2016年度と2017年度の
評価案件におけるS値の設定方法の割合を示している。
2016年度では告示のS値を使用している割合が10%程
度であったが、2017年度においては約35%まで増加し
ている。なお、再評価案件のうち、Fcの範囲を拡げる
場合や新たにセメント種類を追加する際に、模擬部材試
験体の実験を実施していない範囲において、告示のS値
（表-3参照）を活用するケースが多く見られた。

 
 

 
Fc  

N/mm2  

2015  75 60  
B 60  

80  
80  

2016  85 

2017  104 

表-2　分析対象とした案件数（生コン工場単独申請）
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36 Fc 48 
15  9 

15 6 

48 Fc 60 
25  12 

25 9 

 
 

 

36 Fc 60  3 

60 Fc 80  6 

 
 

 

36 Fc 60 
5  0 

5 3 

60 Fc 80  3 

表-3　昭和56年建設省告示第1102号で示された構造体強度補正値
　　 （昭和56年建設省告示第1102号9）の一部をもとに作成）
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図-1　新規評価案件と再評価案件の割合
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図-2　構造体強度補正値（S値）の設定方法の割合
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3. 2　セメント
図-3及び表-4には、各案件におけるセメント種類の

設定状況を、全国12地域に分類してまとめて示した。
なお、表-4では、合計（セメント種類別）に対する各
セメントの案件数または合計（地域別）の割合を、地域
別に百分率で示している。また、1案件の中に複数種類
のセメントを設定している場合でも、セメントの種類毎
に合計したため、表-2で示した案件数よりも多くなっ
ている。
表-4における合計（地域別）の欄を見ると、南関東

の割合が非常に高く、関西・東海・九州がそれに続く傾
向にあることが確認できる。

各地域におけるセメント種類別の割合に着目すると、
全地域で普通ポルトランドセメントと中庸熱ポルトラン
ドセメントが設定されているとともに、中庸熱ポルトラ
ンドセメントは南関東・東海・九州で、低熱ポルトラン
ドセメントは南関東・関西・東海・中国での設定が多い
ことが分かる。また、環境配慮の観点から改めて高炉セ
メントへの注目が高まっているが、高炉セメントB種も
一部地域で設定されていることが確認できる。新規評価
案件において高炉セメントB種を設定している案件は1

件もなかったが、再評価で過去の認定内容を一部変更す
る際に、高炉セメントB種に関する内容はそのまま継続
して設定されていた。
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4.6 4.6 4.2 24.8 12.2 1.5 3.1 15.3 8.4 3.4 12.6 5.3  
( 12 ) ( 12 ) ( 11 ) ( 65 ) ( 32 ) ( 4 ) ( 8 ) ( 40 ) ( 22 ) ( 9 ) ( 33 ) ( 14 ) ( 262 ) 

 
 

4.8 4.8 5.4 41.5 15.6 0.7 4.1 2.7 3.4 0.7 15.6 0.7  
( 7 ) ( 7 ) ( 8 ) ( 61 ) ( 23 ) ( 1 ) ( 6 ) ( 4 ) ( 5 ) ( 1 ) ( 23 ) ( 1 ) ( 147 ) 

 
 

3.0 3.0 1.0 35.4 17.2 0.0 0.0 26.3 11.1 2.0 3.0 0.0  
( 3 ) ( 3 ) ( 1 ) ( 35 ) ( 17 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 26 ) ( 11 ) ( 2 ) ( 3 ) ( 0 ) ( 101 ) 

B  0.0 0.0 0.0 43.8 12.5 0.0 12.5 25.0 0.0 0.0 6.3 0.0  
( 0 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 7 ) ( 2 ) ( 0 ) ( 2 ) ( 4 ) ( 0 ) ( 0 ) ( 1 ) ( 0 ) ( 16 ) 

   4.2 4.2 3.8 31.9 14.1 1.0 3.0 14.1 7.2 2.3 11.4 2.9  
( 22 ) ( 22 ) ( 20 ) ( 168 ) ( 74 ) ( 5 ) ( 16 ) ( 74 ) ( 38 ) ( 12 ) ( 60 ) ( 15 ) ( 526 ) 

 

図-3　各地域におけるセメント種類の設定状況と案件数

表-4　セメント種類別の各地域における割合
（上段：セメントの種類に応じた合計値に対する割合（％）、下段：案件数）
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3. 3　化学混和剤
図-4及び図-5は、各案件において設定されている高

性能AE減水剤とAE剤の製造会社数の割合を示してい
る。なお、対象とした全ての案件において高性能AE減
水剤とAE剤が設定されていた。図-4及び図-5より、高
性能AE減水剤については、施工会社等から多種の指定
がある場合にも対応できるように、化学混和剤の製造会
社数を複数設定している案件が多いことが確認できる。
一方、AE剤については、生コン工場における貯蔵設備
の関係等から、化学混和剤の製造会社数を2社以下とし
ている案件が全体の約80%を占めていることが分かる。

3. 4　構造体強度補正値（S値）
図-6は、JASS 510）を参考にして作成したコンクリー
トの強度発現性とS値の関係の概念図である。昭和56年
建設省告示第1102号では、コンクリートの強度とFcと
の関係について、3種類の管理方法とそれぞれの管理方
法に対応する判定基準が規定されており、性能評価の対
象となるコンクリートについても同告示を満足する必要
がある。　
　高強度コンクリートの場合、構造体コンクリート強度
がFcを満足することを確認するために、S値を用いて標
準養生供試体の圧縮強度と構造体コンクリート強度を関
連付けている。なお、mSn とは、標準養生供試体の材齢
をm日、構造体コンクリート強度の材齢をn日とする際
に使用するS値を表す記号であり、0N/mm2以上の値を
設定することになる。一方、コンクリートのFcは、保
有水平耐力計算11）や許容応力度等計算12）等の構造計算に
おいて、部材の剛性や耐力（または応力）を算出する際に
使用される。コンクリート部材の各種応力や曲げモーメ
ントについては、鉄筋コンクリート造の黎明期から検討
されており例えば、13）14）、日本におけるその時々の建築法
令等でも規定化されている例えば、15）～ 18）。現在の建築法令
においてもコンクリートの強度や各種許容応力度、材料
強度（コンクリートの場合、設計基準強度と同じ値）が規
定されている19）～ 22）。

図-7.1から図-7.6には、普通ポルトランドセメント、
中庸熱ポルトランドセメントまたは低熱ポルトランドセ
メントを使用する案件において設定されているS値のう
ち、普通ポルトランドセメントではFc=48N/mm2及び
Fc=60N/mm2、中庸熱ポルトランドセメントと低熱ポル
トランドセメントではFc=60N/mm2及びFc=80N/mm2

の各打込み時期（夏期・標準期・冬期）における28S91

の値の相対度数を、セメント種類とFc、打込み時期別
に示した（申請案件において、28S91の値を小数点以下1

桁まで設定している場合は、整数となるように四捨五入
を行った）。なお、図中の矢印は、表-3で示した昭和56

年建設省告示第1102号（平成28年3月17日改正）で定め
られているS値（養生期間中の平均気温に応じて複数の
数値がある場合は、大きい方の値）を示している（2015

年度は告示改正前のため、矢印を破線とした）。
図-7.1から図-7.6より、次の（1）から（3）の傾向

を読み取ることができる。
（1）グラフの形状について
全対象案件において、模擬部材試験体から得られたS

値または告示のS値を採用しているため、相対度数のピ
ークが複数存在する場合や、明瞭なピークが存在しない
場合が散見される。なお、中庸熱ポルトランドセメント
と低熱ポルトランドセメントのS値に0N/mm2の設定が
多いのは、実験から得られたS値が0または0未満の数値
となったことが原因である。
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図-4　高性能 AE減水剤の製造会社数の割合 図-5　AE剤の製造会社数の割合

 

 

 

 

 

 

 

 

図-6　コンクリートの強度発現性と構造体強度補正値
（JASS510）を参考に作成）
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図-7. 1　構造体強度補正値（28S91）の設定状況（普通ポルトランドセメント、設計基準強度48N/mm2）

図-7. 2　構造体強度補正値（28S91）の設定状況（普通ポルトランドセメント、設計基準強度60N/mm2）
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図-7. 3　構造体強度補正値（28S91）の設定状況（中庸熱ポルトランドセメント、設計基準強度60N/mm2）

図-7. 4　構造体強度補正値（28S91）の設定状況（中庸熱ポルトランドセメント、設計基準強度80N/mm2）
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図-7. 5　構造体強度補正値（28S91）の設定状況（低熱ポルトランドセメント、設計基準強度60N/mm2）

図-7. 6　構造体強度補正値（28S91）の設定状況（低熱ポルトランドセメント、設計基準強度80N/mm2）
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（2）打込み時期による傾向
普通ポルトランドセメントの場合、冬期＜標準期＜夏

期の順にS値が大きくなっており、打込み時期による傾
向を確認することができる。一方、中庸熱ポルトランド
セメントと低熱ポルトランドセメントの場合、打込み時
期によらず同一のS値を設定している案件が大半を占め
ており、図-7.3から図-7.6において打込み時期による差
異は確認できない。
（3）  昭和56年建設省告示第1102号（平成28年3月17

日改正）の影響
普通ポルトランドセメントと低熱ポルトランドセメン

トの場合、2016年度及び2017年度において、昭和56年
建設省告示第1102号（平成28年3月17日改正）で示され
たS値に対応する相対度数が増加していることが分かる。
一方、中庸熱ポルトランドセメントの場合、Fc=60N/

mm2では2015年度から2017年度におけるS値の設定状
況に大きな変化は確認できないが、Fc=80N/mm2の
2016年度及び2017年度において同告示で示されたS値
に対応する相対度数の増加が確認できる。評価案件数の
推移でも述べたとおり、2018年3月に実施された同告示
の改正に伴って、模擬部材試験体の製作を行うことなく
S値を設定する方法が選択できるようになったことが影
響していると考えられる。

3. 5　水セメント比と設計基準強度
古くから、コンクリートの圧縮強度を推定する方法や、
使用材料、調合、練混ぜ、養生及び供試体の製作手順等
も含めた高強度コンクリートの製造方法について研究が
なされており例えば、23）～31）、単位セメント量だけでなく単
位水量もコンクリートの圧縮強度に影響することが確認
されている。現在では、コンクリートの圧縮強度を推定
する方法として、水セメント比（以下、W/Cと称す）
を用いた回帰曲線やセメント水比（W/Cの逆数。以下、
C/Wと称す）を用いた一次関数等が知られているが、
極めて実用性が高く、取扱いも容易であることから、C/

Wを用いた一次関数による推定方法が広く利用されて
いる。コンクリートの調合設計指針・同解説32）におい
ても、試験結果から得られるC/Wを用いた一次関数（回
帰直線）から安全を考慮して採用するW/Cを設定する
方法が示されている。
分析の対象とした全ての案件においても、コンクリー

トの圧縮強度を推定するためにC/Wを用いた一次関数
が利用されているが、実際に高強度コンクリートを製造
する際にはW/Cで管理を行うため、本稿ではFcとW/C

の関係について分析を行った。　

図-8.1から図-8.3には、普通ポルトランドセメント、
中庸熱ポルトランドセメント及び低熱ポルトランドセメ
ントの3種類全てを製造しているセメント製造者（4社）
を使用し、かつ、材齢28日・目標空気量3.0%を設定し
ている案件を抽出し、各セメントの打込み時期に応じた
W/CとFcの関係を示した。なお、高強度コンクリート
として申請するために、全ての案件においてFcとの和
が45N/mm2を超えるようにS値を定めており、セメン
トの種類や打込み時期によらずFc=40N/mm2前後でほ
ぼ同じW/Cが設定されていたことから、対象とするFc

の範囲を45N/mm2以上とした。また、各図中の菱形、
実線及び破線は、次に示す①から③の手順で作成した。
①   抽出した各Fcに対応する設定W/Cの平均値と標準偏
差を計算し、各Fcに対応する設定W/Cの平均値を図
中に菱形で示した。

②   ①で計算した各Fcに対応する設定W/Cの平均値と
Fcとの回帰曲線を求め、これを図中に実線で示した。

③   ①で計算した各Fcに対応する設定W/Cの平均値と標
準偏差から、設定W/Cの平均値に標準偏差の3倍を
加えた数値（設定W/Cが正規分布に従うと仮定した
場合の、99.73％信頼区間の上限に対応）を算出し、
この値とFcとの回帰曲線を求め、これを図中に破線
で示した。
図-8.1から図-8.3より、次の（1）から（3）の傾向

を読み取ることができる。
（1）W/Cの設定値
各図中に菱形で示した各Fcにおける設定W/Cの平均

値は、普通ポルトランドセメントの場合、Fc=60N/mm2

では夏期がW/C=28%前後、標準期がW/C=29%前後、
冬期がW/C=30%前後となっている。一方、中庸熱ポル
トランドセメントと低熱ポルトランドセメントの場合、
打込み時期によらず、Fc=60N/mm2ではW/C=31％前後、
Fc=80N/mm2ではW/C=23%前後となっている。
（2）設定W/Cのばらつき
セメントの種類によらず、Fcが大きくなるにつれて、

各Fcにおける設定W/Cのばらつきが小さくなる傾向が
確認できる。なお、各設定W/Cにおける標準偏差の最
小値は1.00％、最大値は2.35％であった。また、設定
W/Cの変動係数（各設定W/Cの標準偏差を、対応する
設定W/Cの平均値で除した値を百分率で表記）の最小
値は3.6%、最大値は6.2%であった。
（3）打込み時期による傾向
普通ポルトランドセメントの場合、夏期＞標準期＞冬
期の順に設定W/Cの値が小さくなっていることが分かる。
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一方、中庸熱ポルトランドセメントと低熱ポルトラン
ドセメントでは、打込み時期による傾向は確認できない。

4．まとめ
2015年度から2017年度にかけてGBRCで性能評価を

実施した高強度コンクリートのうち、生コン工場単独申
請案件を対象とした分析を行い、その傾向について述べた。

なお、コンクリートの使用材料や製造設備、品質管理体
制等によって、高強度コンクリートのS値やW/CとFcの
関係等が異なる場合もある。既に認定を取得している過
去の評価案件と比較する場合や、新規申請または再申請
において本稿を参考とされる際には、高強度コンクリー
トの技術の現状（2009）33）や高強度コンクリート施工指針・
同解説34）等と併せて確認して頂けると幸いである。
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図-8.1　水セメント比と設計基準強度の関係
（普通ポルトランドセメント、材齢28日、目標空気量3.0%）
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図-8. 2　水セメント比と設計基準強度の関係
（中庸熱ポルトランドセメント、材齢28日、目標空気量3.0%）
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図-8. 3　水セメント比と設計基準強度の関係
（低熱ポルトランドセメント、材齢28日、目標空気量3.0%）
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